
 

 

 

 

 

Plaza 財務会計のユーザ様へ 

昨年 10月からサポート期間の更新を迎える

Plaza 財務会計のユーザの皆様にご案内してお

ります通り、Plaza シリーズのサポートが残す

ところあと 2 年（2 回の年次更新）となりまし

た。 

数多くのお客様が既に Plaza-iへマイグレー

ションしていただいておりますが、Plaza 財務

会計を一人で利用しているというお客様が、移

行しきれずにいらっしゃいます。 

スタンドアロン版－低価格モデル 

Plaza-i はバイリンガル、多通貨という特徴

を持つ中小・中堅企業向け ERPシステムとして

既に 150社以上の会社でご利用いただいており

ますが、今回、上記のような Plaza 財務会計を

一人で利用しているお客様の為に、Plaza-iのス

タンドアロン版を用意しました。 

このスタンドアロン版は、機能的には

Plaza-iと同じですが、一台のコンピュータで利

用することを前提に、ライセンス価格を従来の

Plaza 並に押さえた低価格モデルです。Oracle

も Personal Edition（PE）という 4 万円でご提

供可能なライセンスを使用します。 

最新環境で稼働する Plaza 財務会計 

スタンドアロン版で提供する Plaza-iはバー

ジョン 2 という、.NET Framework という最新

の環境で動作するプログラムです。 

Plaza-i バージョン 2 はバイリンガル、多通

貨、マッチング等の Plaza 財務会計の便利な機

能はそのままに、しかし、ERPを強烈に意識し

たバージョン 1 のようにマスター管理、ユーザ

管理などに分かれておらず、1 つのプログラム

から全てのメニューを起動することが出来る Pl 

aza 財務会計のユーザ様にも違和感なくご

利用いただけるシステムです。 

また、Plaza財務会計は Access2000までし

かサポートしていないため、Vista等では動作し

ませんが i は、Office2007 も含む、最新のコン

ピュータ環境で動作します。但し、Plaza-iはコ

ンピュータのリソースを多めに必要としますの

で、XP（SP2以上）であれば 2GB以上、Vista

であれば 3GB 以上のメモリーを推奨していま

す。 

また Plaza 財務会計では総勘定元帳照会並

びに印刷で、期を跨いだ出力が出来ませんでし

たが、Plaza-iでは期を跨いで会計期間を指定し

出力することが可能になりました。 

また、Plaza-iは、四半期財務諸表対応、PDF

への出力、グリッド画面のエクセル転送、消費

税の伝票別税抜き処理による消費税申告書の出

力、電子帳簿保存法への対応等、最新の会計シ

ステムが備えるべき機能を備えています。 

従って、Plaza財務会計のユーザの皆様には、

Plaza のデータがコンバージョン可能で、なお

かつ、最新コンピュータ環境で稼働する、機能

的にも進化した Plaza 財務会計が登場したとお

考えいただければ幸いでございます。 

Plaza-i給与計算－3月リリース 

固定資産につきましては、既に、減損会計

並びにリース会計に対応した Plaza-i 固定資産

をご利用いただいておりますが、給与計算につ

きましても、.NET Framework 環境に対応した

Plaza-i給与計算を本年 3月にリリースいたしま

す。 

Plaza-i給与計算は、給与台帳、賃金台帳で、

「ゼロ金額を印刷しない」オプションをサポー

トし（無駄な項目を印字しなくなりました）、

また、暦年を超えた年月を範囲指定して印字で

きるようになりました。 

また、Plaza-i 給与計算モジュールのみ、移

行期間中については当面 Access2000 の MDB

をサポートします。但し、他の Plaza-iモジュー

ルと同じく、近い将来 Oracleに一本化していく

予定ですので、この機会に Personal Edition も

含む Oracle データベースへの移行も合わせて

ご検討下さい。 
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Plaza-iのWindows XP保守終了と、最新 Office対応状況について 

Windows XPについて 

2014年 4月 MicrosoftのWindows XPの延

長サポートが終了いたします。これに伴い

Plaza-iもWindows XPはサポート対象外となり

ます。前回のニュースレターに記載した通り、

Windows 8の対応は今年 7月以降となりますの

で、XPをご利用いただいている方で、現時点で

PC の買換えを検討されているようであれば、

Windows7機への買換えをお勧めいたします。 

 

Office 2013について 

弊社内で動作テストを実施いたしました。

Ver2.1.9.4以降で動作保証いたします。 

 

Office365 について 

Office365はこれまでのライセンス買い取り

方式の Office 製品と異なり、月額もしくは年額

払いで、いつでも最新の Office 製品を利用でき

るサービスです（自動アップデートします）。

2013年 4月末時点でのOffice365上のOfficeの

バージョンは 2013です。 

契約すると、Microsoft 社の用意したデータ

保存場所にファイルを置くことができます。ま

た、1 ユーザあたり 5 台の端末まで利用できる

ため、インターネット回線さえあれば、いつで

もどこでも Office 製品を利用できるという利点

がございます。 

インストール方法は 2 つあり、オンデマン

ド方式は自分の PC に Office をインストールす

るのではなく、利用の都度必要な機能をインタ

ーネット上で呼び出す形で利用します。日本マ

イクロソフト社の説明によれば呼び出しは数十

秒程度かかるそうですが、PC への負担が少ない

ためタブレットなどに適しているといえましょ

う。 

もうひとつのインストール方法はクイック

実行方式です。クイック実行方式は自分の PC

にクラウド環境からインストールする、従来の

方式に近い方法です。 

Plaza-i での Office365 の利用について、ま

ずOffice365はRDS（Windows Remote Desktop 

Service）では利用できません。従いまして、RDS

で Plaza-i を利用いただいているお客様は

Office365を導入した場合、別の Excelライセン

スを購入しないと Plaza-i から Excel へデータ

EXPORT ができません。また、Client /Server

方式でもクイック実行方式のみのサポートとな

ります。これから Office365 を検討・導入され

るユーザの方はご注意ください。 

 

 

Windows Server 2012 機能紹介② IIS 

Windows Serverには、Webサーバ機能など

を提供するためにインターネット・インフォー

メーション・サービス（IIS）が搭載されていま

す。 

IISでは、Webサイト・アプリケーション・

仮想ディレクトリの単位で Web サーバ機能を

管理します。 

 

■Webサイト 

Webサイトは、Webコンテンツを管理する

ための最上位のレベルです。 

サーバのHOST名が「 www.example.com 」

であれば、既定の Web サイトの URL は、

「 http://www.example.com 」になります。 

1台のWebサーバで複数のWebサイトを運

用する場合、①Webサイト毎に異なるポート番

号を割り当てる、②Web サイト毎に異なる IP

アドレスと HOST名を割り当てる、③ホストヘ

ッダを構成する、のいずれかの方法を選択しま

す。 

①の方法を採用する場合、Web アクセスす

る際「 http://www.example.com:8080 」など、

URL に TCP ポート番号を追加することになり

ます。 

②および③の方法であれば、2 番目以降の

Web サ イ トに 「  www.sample.com 」 、

「 www.test.com 」等、異なるアドレスを割り

当てることができます。 

但し②の方法は、Webサイトの数だけ IPア

ドレスが必要になりますので、インターネット

に公開する Web サーバの場合、IPv4 のグロー

バル IPアドレスが枯渇しつつある現状では難し

い場合があります。 



③のホストヘッダを使用すれば、単一の IP

アドレス、かつ httpで一般的に使用する TCP80

番ポート（httpsなら TCP443番）を使用し、複

数のWebサイトを運用できます。ホストヘッダ

を使用する場合、IIS 側の設定に加え、DNS サ

ーバにホストヘッダを Aレコードとして登録し

ます。 

インターネットに公開する 1台のWebサー

バで複数のWebサイトを運用する場合、ホスト

ヘッダを構成する方法が合理的です。 

 

■アプリケーション 

ネットショッピングなど、動的にWebペー

ジを作成する必要がある場合、アプリケーショ

ンを構成します。IIS では通常、ASP.NET アプ

リケーションのことを指します。 

IIS における Web アプリケーションは、ア

プリケーションプールに関連づけられています。 

異なるバージョンの.NET Framework を必

要とするWebアプリケーションや、32bit専用・

64bit 専用の Web アプリケーションを同時に実

行する必要がある場合、アプリケーションプー

ルを分けることで対応します。 

アプリケーションプールを複数作成するこ

とにより、例えば「アプリケーションプール 1」

で.NET2.0対応で 32bit専用の ASP.NETアプリ

ケーションを実行、「アプリケーションプール

2」で、NET4.5対応で 64bitの ASP.NETアプリ

ケーションを実行すること等ができます。 

アプリケーションプールを複数作成した場

合、各アプリケーションプールは専用のプロセ

ス（独立したメモリ空間）で動作します。これ

により、あるWebアプリケーションで不具合が

生じても、別のアプリケーションプールで動作

する Web アプリケーションには影響が及ばな

い、というメリットがあります。 

1 つのアプリケーションプールで複数のア

プリケーションを動作させることもできますが、

大規模なアプリケーションの場合、安定性向上

の観点から、1 つのアプリケーションプールで

動作させるアプリケーションは、1 つだけにす

る方がよいでしょう。 

アプリケーションプールには、指定した時刻

またはメモリ使用量が特定の閾値に達した場合

に、アプリケーションプールのプロセスを新た

なプロセスに切り替える機能があります。この

機能を「リサイクル設定」と呼びます。 

アプリケーションの実装上の問題などによ

り、メモリ使用量が徐々に増えてしまうような

場合、リサイクル設定を行うことにより、不具

合を回避できます。 

 

■仮想ディレクトリ 

Web サーバ上の物理ディレクトリに、Web

からアクセスするときの名前（別名）を付けた

ものが仮想ディレクトリです。 

動画など大きなファイルを公開する場合、複

数のディスク（C・D・Eドライブなど）に分散

保存する必要が生じるかもしれません。そのよ

うな場合、仮想ディレクトリにより、実際には

分散保存されているファイルを、1 つの場所に

あるかのようにアクセスさせることができます。 

 

■IIS8新機能 

Windows Server 2012 に搭載されている

IIS8 では、短時間に大量の通信を行わせること

によるサービス不能（DoS）攻撃に対する対策

機能が追加されました。 

この機能は、任意の IP アドレスから指定時

間内に閾値以上のアクセスがあった場合、該当

IP アドレスからのアクセスをブロックする

Dynamic IP Restrictionsという機能として実装

されています。 

指定時間内に閾値以上 FTP ログインが失敗

した場合、アカウントをロックする FTP Logon 

Attempt Restrictions機能も用意されています。 

 

 

データ活用を考えるにあたって 

はじめに 

Plaza-i には様々な帳表や照会画面がありま

すが、もう少し違った切り口で集計したい、割

合を出したい、グラフにしたいなど、標準機能

では実現できないことをしたいということもあ

るかと思います。そのような場合、Plaza-iから

データを取得して加工することを検討しますが、

その検討手順についてご説明いたします。 



 

Step1：目的を明確に 

当たり前ですが、何のためにデータを加工し

てまで帳表等を作成するのかを確認しておきま

す。実現するにはコストがかかるケースもあり

ますので、どのくらい重要なのか、どのくらい

の頻度で利用するのかも良く考えておきます。 

Step2：どのように表示するのか 

次に、紙に出力するのか、照会だけで良いの

か、エクセルで必要なのかも含め、最終的にど

のように表示したいのかをできる限り具体的に

検討します。データの一覧がとりあえず見られ

れば良い場合もありますし、報告用にきれいに

整えないといけない場合もあります。 

Step3：データが存在するのか 

目的と表示方法が明確になったら、必要なデ

ータが Plaza-i の中に存在するのかどうかを確

認します。例えば、特定の分類別に粗利を取り

たいといった場合、三分法で売上原価を計上し

ているのであれば、売上と仕入だけではなく、

商品もその分類で分かれているのかを確認しな

いといけません。データを集計できるようにす

るために、運用を変更しないといけない場合も

あり得ます。 

Step4：データをどのように取得するのか 

Plaza-i の照会画面や帳表のエクセル転送で

済むのであれば、コストをかけずにデータを取

得できます。これでは難しい場合は、汎用デー

タ照会を利用したり、Plaza-i BASビジネス分析

システムを導入したりすることを検討します。 

Step5：どのように加工するのか 

取得したデータを見たい形にどのように整

えるのかを検討します。Plaza-i BAS の照会画

面作成機能を利用するのか、Excelであれば数式

やピボットテーブルを利用して集計するのか、

複雑な集計や処理が必要なのでマクロを使うの

かといったように検討します。 

データ活用例 

弊社も Plaza-iを利用していますので、実際

のデータ活用例を参考までにご紹介いたします。 

筆者は Plaza-iの導入プロジェクト管理を行

っています。見積で大まかな作業工程別の工数

が決まっており、それをもう少し細かいタスク

別にブレークダウンしたもの（いわゆる WBS）

を Plaza-i PRJ プロジェクト管理システムに登

録しています。以下、このタスクデータから進

捗管理用のエクセルシートを作成した例となり

ます。 

 

Step1：Plaza-i導入のスケジュールを合理的

に計画し、プロジェクトの進捗を管理するため

のツールが欲しい。  

Step2：Plaza-i のタスクデータを利用して

PERT（プロジェクトの工程計画・管理手法の１

つ）で Plaza-i導入プロジェクトのスケジュール

表を作成し、各タスクの進捗率を表示する。お

客様とはエクセルでスケジュールや進捗状況な

どを共有していくためエクセルで表示する。報

告用なので見やすいように整える必要がある。 

Step3：タスクコードやタスク別の作業時間

情報は Plaza-iの中にあるが、PERTでスケジュ

ールを引くために必要となるタスクの関連性を

定義した情報（ネットワーク図）は無い。 

Step4：タスクデータについては、汎用デー

タ照会を利用して Plaza-i のタスクデータを取

得する。ネットワーク図については Plaza-iに情

報が無いので Excelで定義しておく。 

Step5：クリティカルパス（プロジェクトの

全工程を最短時間で完了するために遅らせるこ

とができない作業経路）を計算したり、その結

果からスケジュール線を引いたりする必要があ

るため、マクロでデータを加工する。 

おわりに 

Plaza-i BAS を利用すれば Plaza-i の様々な

データを取得することができますが、汎用的に

利用できる帳表等であればカスタマイズしてパ

ッケージの機能として組込んだ方が良い場合も

あります。ご相談頂ければデータ活用の実現方

法をご提案いたしますが、Step1 と Step2 が明

確になっていることが前提となります。データ

を活用したいと思ったら、まずは、この 2 つを

じっくりとご検討いただければと存じます。 

 

 



デスクトップの仮想化とシンクライアントの運用を考える 

新緑の美しい季節となりました。そんな中、

新年度を迎え、メンバーの移動などがあった方

も、いらっしゃるかと思います。 

そのような時、システム管理者を悩ます 1

つが、コンピュータの環境設定です。例えば、

ある方が、新部門へ異動された際異動先の部門

で利用されている専用のアプリケーションをそ

の方の端末へインストールしなくてはいけない

ですとか、新入社員の方向けの端末に表計算ソ

フトやワープロソフトをインストールしなくて

はいけないなど、付帯する作業が急増する季節

でもあります。 

また、情報漏洩対策や、ウィルス関連対策な

ど、企業のコンピュータ環境に対するセキュリ

ティ強化が求められている昨今、端末環境の変

更や、新しい端末が増えるたびに、これらの対

策のための作業も継続していかなくてはなりま

せん。 

このような管理コスト・作業の軽減対策とし、

再注目されているキーワードが、「デスクトッ

プの仮想化」と「シンクライアント環境の導入」

です。 

両者は、あわせて導入することで、シナジー

効果が高まりますので、一緒に語られることが

多いですが、まずは、それぞれについて、みて

いきましょう。 

デスクトップの仮想化 

デスクトップの仮想化の実現方法として、代

表的なものは、リモートデスクトップ方式によ

る仮想化です。中央にサーバを配置し、その中

に、必要なアプリケーションのインストールや

データの格納を、集中的に行い、デスクトップ

環境を準備します。各ユーザは、その中央サー

バへ社内LANなどのネットワークを介してアク

セスし、サーバ上で、準備されているアプリケ

ーションや、データを実行・保管します。その

際、各ユーザの端末へは、サーバ上で実行され

ている画面のみがネットワーク経由で転送され

るという形で実現されます。（マイクロソフト

社のリモートデスクトップサービスが有名です） 

この実現方法は、資源（アプリケーションや

データ）を一元管理し、共有する目的に重きを

おいたものと言えるでしょう。前述のように、

新しい端末が増えるたびに、管理者がインスト

ール作業を行うのではなく、中央サーバにあら

かじめ必要な資源を揃えておきますので、利用

ユーザが増える都度、各端末の前で、作業を行

う必要はなくなります。 

また、利用できる資源は、中央サーバに集約

されていますので、端末毎に、利用できるアプ

リケーションのバージョンが違うとか、管理者

が知らないアプリケーションが特定の端末だけ

にインストールされていたというようなことを

避けられるようになります。また、ユーザが作

成した大事なデータも、サーバ上に保管され、

一元的にバックアップすることが可能ですので、

各端末の故障によるデータ喪失のリスクも軽減

することが可能です。 

実際弊社でも、数年前より、この手法による

デスクトップの仮想化を実施しておりますが、

最も効果を感じたのは、東日本大震災の時です。

しばらくの間、在宅で仕事を行うケースがあり

ましたが、自宅から、中央サーバへアクセスす

ることにより、前日までと全く同じデスクトッ

プ環境で、仕事を行うことができました。 

このようなメリットも多数ありますが、その

一方で、デメリットも考えられます。例えば、

稀なケースでしょうが、社内ネットワーク環境

がダウンした際や、中央サーバ自体がダウンし

た際の影響の範囲は、大きなものとなります。

社内にある全端末から、中央サーバへアクセス

ができなくなりますので、障害の間は、全ユー

ザがデスクトップ環境へアクセスすることがで

きなくなってしまいます。このようなまさかの

対策のために、ネットワーク環境の二重化や中

央サーバの予備機の準備といったコストも想定

しなくてはいけません。 

シンクライアント環境 

さて、上記のように、デスクトップの仮想化

により、中央サーバへアクセスさえできれば、

どの端末からでも、同じデスクトップ環境が利

用できるようになり、アプリケーションやデー

タも中央サーバで実行、保管できるようになり

ます。そうしますと、各端末には、アプリケー

ションのインストールやデータ保存のためのデ

ィスク装置は不要になります。それ故、各端末

側は、キーボードやマウスからの入力と、転送

されてくる画面を表示する機能さえ持っていれ

ば、十分ということになります。このような考

えに基づき、シンクライアントという端末の形

式が、いま、再び、注目を集めています。 



シンクライアントというコンセプトは 1996

年ごろから提唱されておりました。当初は、上

記の通り、必要最小限の性能を持つ端末と、そ

れを使うための構成を提唱しており、当時機能

豊富だが高価であった Windows パソコンに対

し、機能を限定したことによる低価格端末とし

て一度注目を浴びました。しかしながら、当時

は、ネットワーク環境が脆弱であり、サーバか

ら転送される画面がスムーズに表示されないと

いった課題や、この直後からWindowsパソコン

の価格下落が始まったことにより普及するには

至りませんでした。 

しかしながら、光ファイバーなどの高速なイ

ンターネット回線が普及し、社内のネットワー

ク環境が整い始めた 2004 年以降から、低価格

端末としてではなく、セキュリティ面での利点

から、再び、シンクライアントが注目を集めて

います。 

前述の通り、シンクライアントでは、ディス

ク装置がありませんので、サーバ上にあるデー

タをシンクライアントへ保存することはできま

せん。この部分が、情報漏洩対策として有効な

手法と考えられています。（たとえ、端末に保

存ができなくても、画面情報を写真撮影するこ

となどにより、外部への情報が漏洩する可能性

はありますが、かなり効果的な手法と考えられ

ています） 

しかしながら、保存機能がないゆえに、端末

にて、Web上で調べた情報等を、保存しておく

ことができないとか、機能を絞った端末のため

デュアルスクリーンや大型ディスプレイへの出

力へ対応していないものがあるなど、デメリッ

トがあることもまた事実です。 

現状について考える 

上記のように、デスクトップの仮想化を用い

たシンクライン環境の導入は、いつでも、どこ

からでも、同じデスクトップ環境を利用でき、

また、資源の一元管理が可能となり、かつ、情

報漏洩のリスクも軽減できるといった理想的な

環境のように思われます。 

一方で、外出先などでプレゼンテーションを

行う場合などに、通信環境が準備できなければ、

その端末は単なる箱になってしまいます。 

例えばですが、社内から資料を持ち出すこと

ができるノート PC を限定し、外出する際には

そのノート PC へファイルを暗号化した上でコ

ピーするといったルールを設けるなど、柔軟な

運用対応も必要です。 

新しい技術と運用の組み合わせにより、オフ

ィスのコンピュータ環境はどんどん進歩し、働

き方にも影響が出てきます。その環境を利用す

る我々も柔軟に対応しつつ、ワークライフバラ

ンスを考えた、ビジネスパーソンでありたいも

のです。 

 

 

Plaza-i新機能－伝票同時編集チェック 

今回、Plaza-i バージョン 2.00.31 で追加さ

れた伝票同時編集チェック機能について紹介し

ます。 

Plaza-iは・・・ 

業務システムですので、「正しく運用する事」

を前提に、「楽観的同時実行制御」を採用して

おります。 

「正しく運用する事」とは、伝票・レコード

の責任者を特定して入力を行い（一枚の伝票を、

一人が最後まで処理。複数人が一枚の伝票を更

新作業をする様な事はしない）、更新を行う場

合は呼び出してから直ぐ更新を行う（午前中に

呼び出して、午後に更新するようなタイムラグ

がない）運用を指しております。 

また、「楽観的同時実行制御」とは、更新作

業の瞬間だけ、更新対象のレコードだけをロッ

クする事を指しております。 

つまり、同時に編集処理をされた場合、後に

更新された方の内容が、最終結果となります。

前者が○○と編集登録、後者が△△と編集登録

した場合、レコードを再表示すると、△△が表

示されます。 

多くの場合は、問題なく運用されています。

ただ、稀に、問題となるケースがございます。 

実際のサポート例より 

ある日、私のメールボックスに、「受注伝票

摘要を変更して保存したら、商品明細が増えて

しまったので調査して欲しい」という依頼のメ

ールが入ってきました。 

早速、ユーザ様にヒアリングをし、データを

確認したところ、増えたと指摘された商品明細

のログだけが、ユーザ様でないユーザ IDとなっ

ておりました。 



経緯としては、ユーザ様が編集している最中

に、他の方が間違われてユーザ様が編集してい

る伝票を呼び出し、商品明細を追加して保存し、

その後、ユーザ様が保存されたというものでし

た。 

上述のサポート例のように、極稀ではありま

すが、楽観的同時実行制御だけでは、対応しき

れない入力パターンというものが実在しており

ます。そのパターンをも考慮したのが、伝票同

時編集チェック機能です。 

伝票同時編集チェック機能とは 

機能としては、先に編集した方を有効とし、

後から編集しようとした方は無効とします。そ

の際、「誰が」「何時」編集を開始しているの

かのメッセージを表示します。 

先程のサポート例に当てはめますと、ユーザ

様（仮に、A様：ユーザ ID_ID447 とします）が

編集している最中の伝票を、ある方が間違われ

て呼び出します。そして、商品明細を追加しよ

うとした時に、「受注伝票 NNNNNは、A(ID447)

さんによってYYYY/MM/DD hh:mm:ssに編集が

開始されていますので、編集を行うことは出来

ません。」といった旨のエラーメッセージが表

示され、商品明細は追加出来ません。その方が、

もし、その伝票の編集を行いたい場合は、A 様

が編集を終了するまで待った後、最新表示や伝

票検索を行って最新の状態の伝票を読み込みま

すと、編集を開始することが出来ます。 

ここでポイントなのが、「先に編集を開始し

た」方が有効と言う事です。「先に画面を表示

した」方ではありません。 

つまり、編集する気はないけども、ただデー

タを閲覧したいといった場合は、本件の伝票同

時編集チェックの対象から外れます。よって、

データを照会するだけの場合は、他の方の業務

に支障が出る様な事はありません。 

ちなみに、キャンセル・保存・承認を行うと、

編集終了と見做されます。 

緊急的な場合も対応 

ただ、先に編集している方の処理終了を待て

ない場合というのもあると思います。例えば、

編集者が、編集中のまま、帰宅されてしまった、

外出されてしまったけども、伝票自体の処理は

進めないといけない場合です。 

その場合は、USR ユーザ管理、セキュリテ

ィ、伝票編集管理保守画面の機能にて、その伝

票の編集ロックを強制解除する事が出来ます。

こちらは、回線不良などで、編集終了したにも

関わらず、編集ロックが解除されない場合にも

有効な機能となっております。 

おわりに 

今回ご紹介させて頂きました機能の詳細な

情報は、ユーザーズガイド、USR ユーザ管理、

セキュリティ(章)、伝票編集管理保守に記載して

おります。尚、本機能のご利用をお考えの場合

は、弊社サポート担当者または導入担当者にお

問い合わせ下さいませ。 

 

 

保守料のご請求に関しまして 

現在、平成26年4月1日から消費税増税（8%）

が予定されていますが、それに伴い、平成 26

年 4 月以降に関わる部分の保守料は経過措置の

対象とならず 8%となる予定です。 

現状、平成 26年 4月以降に関わる保守料部

分について、現行税率の 5%で請求させて頂いて

いるケースもございますが、実際の税率の引き

上げが行われた段階で、事後的に消費税増税増

額分を別途（もしくは 5%と 8%が混在した状態

で）ご請求させて頂きます。 

何卒ご理解ご了承のほど宜しくお願い致し

ます。 

 

 

最新の Plaza-iバージョン情報 

平成 25年 5月 7日現在までリリースしてお

ります最新のバージョン情報をお届けします。 

 

Plaza-i.NET    V2.01.09.05 

Plaza-i経費精算システム V2.01.09.05 

Plaza-i給与計算システム V2.0.4.33 

 

なお、Plaza-i 給与計算システムは弊社ホー

ムページ（http://www.ba-net.co.jp/） 

NEWS and TOPICSにも掲載しております。 
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土地の価格 

平成 25 年 3 月 21 日、国土交通省から公示

地価（2013年 1月 1日時点）が発表されました。

全国平均（全用途）で前年比 1.8％下落し、5年

連続の前年割れとなりましたが、下落率は前年

の 2.6％から縮小しており、底入れの兆しも見え

てきました。 

一般的に土地の価格には、上記の公示地価も

含めて 4 つ（基準地価も含めると 5 つ）あると

いわれています（一物四価/五価）。そこで今回

は、土地の価格についてご説明致します。 

1．実勢価格（時価） 

実勢価格とは、市場において実際に取引が成

立した価格をいいます。取引がない場合には、

周辺の取引価格から推定されます。 

実際の取引に際しては、後述の公示地価や路

線価を参考に、収益還元法による価格等も勘案

して決定されます。 

2．公示地価 

公示地価とは、地価公示法に基づいて、国土

交通省が発表する価格をいいます。都市計画区

域内の全国約 2万 6000地点を対象とし、毎年 1

月1日時点の価格が3月中旬頃に公表されます。 

公共事業用地の取得価格算定の基準となる

ほか、一般の土地取引の指標ともなっています。 

3．基準地価 

基準地価とは、国土利用計画法施行令に基づ

いて、各都道府県が発表する価格をいいます。

都市計画区域外も含めた全国約 2 万 2000 地点

を対象とし、毎年 7月 1日時点の価格が 9月中

旬頃に公表されます。 

公示地価と同様に一般の土地取引の指標と

して利用されます。 

4．路線価 

路線価とは、相続税法に基づいて、国税庁が

発表する価格をいいます。都市部の市街地のほ

ぼすべての路線（全国約 36万地点）を対象とし、

毎年 1月 1日時点の価格が 7月 1日に公表され

ます。 

相続税や贈与税の算出基準として用いられ、

公示地価の約 80％を目安に決定されます。 

実際に相続や贈与があった場合の土地の価

格は、その土地の形状（不整形地は低評価）や

接している路線数（複数路線に接している場合

は高評価）、間口距離や奥行距離などを加味し

て算定されます。 

5．固定資産税評価額 

固定資産税評価額とは、地方税法に基づいて、

各市町村が発表する価格をいいます。土地 1 筆

ごとを対象とし、基準年の前年の 1 月 1 日時点

の価格が 4 月初旬頃に決定されます。基準年は

3年ごとに見直されます（次回は、平成 27年）。 

固定資産税や不動産取得税、登録免許税の算

出基準として用いられ、公示地価の 70％を目安

に決定されます。 

＜まとめ＞ 

以上のように、実勢価格以外はすべて公的な

機関が発表しています。これらの公的な土地の

価格をまとめると次のようになります。 

地価の種類 公示地価 基準地価 路線価 
固定資産税

評価額 

基準日 
毎年 

1 月 1 日 

毎年 

7 月 1 日 

毎年 

1 月 1 日 

3 年毎 

1 月 1 日 

公表時期 3 月中旬 9 月中旬 7 月 1 日 4 月初旬 

調査主体 国土交通省 都道府県 国税庁 市町村 

目的 
一般の土地
取引の指標

とするため 

一般の土地
取引の指標

とするため 

相続税等の
算出基準と

するため 

固定資産税
等の算出基

準とするため 

評価水準 100 100 80 70 

 

＜おわりに＞ 

次に公表される地価は、7月 1日の路線価で

す。路線価は国税庁の HP（http://www.nta.go.jp/）

から閲覧できますので、この機会にご自宅や職

場の地価を調べてみてはいかがでしょうか。 

 

日本版 ISA（少額投資非課税制度） 

平成 25年 3月 29日参議院本会議において、

平成 25 年税制改正法が可決成立をし、平成 26

http://www.nta.go.jp/


年より日本版 ISA(Individual Savings Account)

制度が開始されることが確定しました。 

今回はこの日本版 ISA が具体的にどのよう

な制度なのかご説明いたします。 

1．概要 

日本版 ISA は証券会社等で開設した非課税

口座内の上場株式等の配当や譲渡益について、

毎年新規投資額万 100万円を上限として 5年間

非課税とする制度です。 

 

≪日本版 ISAイメージ≫ 

 

（出所）日本証券業協会『少額投資非課税制度Ｑ＆Ａ』 

上記のイメージのように平成 26年に投資し

た 100 万円に係る株式等は平成 30 年に非課税

期間が終わり、課税口座に移行されるのが原則

です。ただし、平成 31年に新たに設けられる非

課税投資枠に 100万円以下の金額を移行するこ

とができます。この場合には最大 10年間非課税

での投資が可能となります。 

2．課税口座へ移行した後の課税関係 

非課税期間後に課税口座に移行した場合に

は、課税口座移行時の時価が、新たな取得価額

となります。その後の課税関係を具体的に見ま

すと以下のようになります。 

 

 

このケースでは、非課税期間中の時価上昇分

である 50万円が非課税となったことにより、実

際のキャピタル・ゲインより少なく課税されま

す。 

 

 

このケースでは、本来のキャピタル・ゲイン

はない状態ですが、取得価額の付け替えによっ

て 50万円が課税の対象になってしまいます。 

3．非課税口座で生じた損失 

非課税口座で発生した損失は、ないものとさ

れ、他の課税口座（特定口座、一般口座）で発

生した利益と通算する事はできません。 

  

制度利用可能者 その年1月1日時点で満20歳以上の居住者等

非課税対象 上場株式等･公募株式投資信託の配当･譲渡益

非課税投資額
毎年新規投資額で100万円を上限
(限度額到達後の配当等の再投資不可)

非課税投資総額 最大500万円

非課税期間 最長5年間

途中売却 自由(売却部分の再利用不可)

口座開設数 勘定設定期間(※)ごとに1人1口座

投資可能期間 10年間(平成26年～平成35年)

導入時期 平成26年1月

(※)平成26年～平成29年､平成30年～平成33年､平成34年～平成35年

（１）非課税期間に保有資産の時価が上昇した場合
時価

100万円

150万円

200万円

　非課税期間（ＩＳＡ口座） 非課税期間終了（課税口座）

①

②
課
税

③①当初購入価格

②移行時購入価格

＝新たな取得価額

③売却価格

非
課
税

③ ①
実際のキャピタル・ゲイン 200 - 100 ＝ 100

課税対象 200 - 150 ＝ 50

③ ②

（２）非課税期間に保有資産の時価が下落した場合

非課税期間終了（課税口座）

時価

150万円

100万円

50万円

　非課税期間（ＩＳＡ口座）

課
税

①

②

③

①当初購入価格

②移行時購入価格

＝新たな取得価額

③売却価格

③ ①
実際のキャピタル・ゲイン 100 - 100 ＝ 0

課税対象 100 - 50 ＝ 50

③ ②



 

  

  

Visit our web sites at 

http://www.ba-net.co.jp 

http://www.aiwa-tax.or.jp 
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